
令和６年度第３回 碧南市地域自立支援協議会 

次  第 

日時 令和７年３月７日（金） 

午前１０時から午前１１時３０分まで 

場所 へきなん福祉センターあいくる  

２階 デイルーム 

１ あいさつ 

２ 議題 

(1) へきなん障害者ハーモニープランの進捗状況について

(2) 各作業部会の取組状況について

３ その他 

【令和７年度の日程】 

・第１回：令和７年 ６月２０日（金）午前１０時から

へきなん福祉センターあいくる ２階 デイルーム 

・第２回：令和７年１０月２９日（水）午前１０時から

へきなん福祉センターあいくる ２階 デイルーム 

・第３回：令和８年 ２月２７日（金）午前１０時から

へきなん福祉センターあいくる ２階 デイルーム 



○碧南市地域自立支援協議会設置規程 
平成１９年７月２日 

公告第１３１号 
改正 平成２１年２月１７日公告第２１号 

平成２３年１２月２６日公告第２６９号 
平成２５年４月１日公告第３４号 

（設置） 
第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律
第１２３号）第８９条の３の規定に基づいて、障害者等への支援の体制の整備を図るた
め、碧南市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を協議する。 
(1) 福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立性及び公平性の確保に関すること。 
(2) 困難事例への対応のあり方に関すること。 
(3) 地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること。 
(4) 障害者の就労支援に関すること。 
(5) その他障害者施策の策定及び推進に関すること。 
（組織） 

第３条 協議会は、委員２５人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 
(1) 識見を有する者 
(2) 各種団体の代表者 
(3) 関係行政機関の職員 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、
前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 
（会長） 

第４条 協議会に会長を置く。 
２ 会長は、市長が任命する。 
３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がそ
の職務を代理する。 
（会議） 

第５条 協議会は、会長が招集する。 
２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 
３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ
による。 
（作業部会） 

第６条 協議会に困難事例、就労支援等について具体的な検討を行うため、作業部会を置
く。 

２ 作業部会は、協議会の委員及び委員の属する団体の担当者をもって構成する。 
３ 作業部会は、必要に応じて、会長が招集する。 
（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉こども部福祉課において処理する。 
附 則 

この規程は、平成１９年７月２日から施行する。 
附 則（平成２１年２月１７日公告第２１号） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
附 則（平成２３年１２月２６日公告第２６９号） 

この規程は、平成２３年１２月２６日から施行し、同年１０月１日から適用する。ただ
し、第３条、第６条、第８条及び第１０条の規定は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日公告第３４号抄） 
この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 
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令和３年３⽉ 
碧 南 市

〜互いに尊重し だれもが支えあうまち へきなん〜

第３期碧南市障害者計画（令和３年度〜令和８年度）
第６期碧南市障害福祉計画（令和３年度〜令和５年度）

第２期碧南市障害児福祉計画（令和３年度〜令和５年度） 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

概要版

 【音声コード（ユニボイス）について】
この概要版には、「音声コード（ユニボイス）」を各ページに貼付しています。携帯電話やス

マートフォンで無償専用アプリをダウンロードすることで、スマートフォン等をかざせば自動
で文章を読み上げてくれます。
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計画策定の趣旨 
 ［障害者の権利に関する条約］への批准や国内法の整備、福祉ニーズの多様化・複雑化、福祉分
野の担い⼿の不⾜、地域共⽣社会の実現など、様々な社会状況の変化や、本市の障害者を取り巻く
状況を踏まえ［へきなん障害者ハーモニープラン］を策定します。 

計画の位置づけ 
 ［へきなん障害者ハーモニー
プラン］は、障害者のための施策
に関する基本的な事項を定めた
［障害者計画］、障害福祉サービ
ス等の⾒込量及び確保の⽅策を
定めた［障害福祉計画］［障害児
福祉計画］を一体的に策定する
ものです。上位計画である［碧南
市総合計画］や［へきなん地域福
祉ハッピープラン（碧南市地域
福祉計画）］をはじめ、市の関連
計画や国、県の計画との整合を
図ります。

計画の期間 
本計画は、［碧南市障害者計画］の計画期間を６年、［碧南市障害福祉計画］［碧南市障害児福祉計

画］の計画期間を３年とします。 

■計画期間           （年度）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

碧南市障害者計画 

碧南市障害福祉計画  

碧南市障害児福祉計画  

■本計画と他の計画の関係性 

【国の計画】 
障害者基本計画
【愛知県の計画】
愛知県障害者計画
愛知県障害福祉計画
愛知県障害児福祉計画

碧南市総合計画

碧南市子ども・子育て支援事業計画

へきなん障害者ハーモニープラン

へきなん健康づくり２１プラン

へきなん地域福祉ハッピープラン

碧南市障害者計画
碧南市障害福祉計画

碧南市障害児福祉計画

碧南市成年後⾒制度利⽤促進基本計画 

 

碧南市高齢者ほっとプラン
へきなん自殺対策計画

第３期

第６期

第２期
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障害者を取り巻く現状 
 
 

■障害者手帳所持者数の推移 ■今後の暮らしの意向

基本理念 
障害の有無に関わらず、相互に個性や人格を尊重し合い、必要な支援を受けながら、様々な社会

参加が可能となる共生社会の実現を目指し、以下を基本理念とします。 

互いに尊重し だれもが支えあうまち  へきなん 

基本的原則 

障害者 

障害児 

順 

位 

身体障害者 

手帳所持者 

療育手帳所持者 

精神障害者保健 

福祉手帳所持者 

手帳所持なし 

１ 災害時の支援 障害のある人が働
ける企業を増やす

経済的な援助の充
実

経済的な援助の充
実

障害のある人が働
ける企業を増やす

２
毎日の生活を手助
けするサービスの
充実

グループホームの
整備

障害のある人が働
ける企業を増やす

相談しやすい窓口
の設置

就労を促進する訓
練や支援の充実

３ 経済的な援助の充
実

障害に対する理解
の促進 
入所施設やショー
トステイの整備

障害に対する理解
の促進

毎日の生活を手助
けするサービスの
充実

障害に対する理解
の促進

障害者手帳所持者数は、全体で増加していま
す。特に、療育⼿帳所持者数、精神障害者保健
福祉手帳所持者数は増加傾向となっています。 

今後の暮らしの意向について、障害者全体で
［家族と一緒に暮らしたい］が最も高くなって
います。

障害者福祉施策で重点的に取り組んでほしいことは、［災害時の支援］［障害のある人が働け
る企業を増やす］［経済的な援助の充実］が高くなっています。

2,190 2,181 2,187 2,148 2,157

567 591 616
626 646

412
465

510 533
565

3,169
3,237

3,313 3,307
3,368

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H28 H29 H30
Ｒ１ R２ （年度）

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者

（人）

    
２

共生社会の
実現

３
差別の禁止

１
基本的人権の
享有と個人と
しての尊重

一人で暮らしたい

10.7%

家族と一緒に暮らしたい

67.5%

福祉施設（障害者支援

施設、高齢者福祉施設

など）で暮らしたい 5.6%

仲間と共同生活がしたい

（グループホーム） 2.7%

その他 1.3%

わからない 8.1%
不明・無回答 4.1%

障害者全体（N＝959）
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１ 活動の推進
スポーツ活動の支援／文化芸術活動の支援／講座等の実施／指導者・ボランティアの確保・育成

２ 環境の充実
施設のバリアフリー化／文化芸術活動等に関する情報提供／講座等への参加の支援／図書館の利
便性の向上

施策の展開 
生活支援 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

障害者が地域で必要な支援を受けながら生活できるよう、相談支援体制の強化や、多様なサービス
の提供、社会参加やコミュニケーションを支援する情報のバリアフリー化等を進めます。 
１ 相談支援の充実 
⾝近な相談窓⼝体制の整備／相談⽀援体制の強化／地域⾃⽴⽀援協議会の充実 

２ 地域生活を支援するサービスの提供 
障害福祉サービス等の充実／福祉人材の確保・養成と資質の向上／障害者支援施設
等からの地域⽣活への移⾏⽀援／地域生活支援拠点等の強化 

３ 情報バリアフリー、意思疎通支援の推進 
意思疎通支援の充実／誰もが使いやすい情報の提供 

保育・教育
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

健診等を通じた障害等の早期発⾒と適切な療育、⼦どもの特性や個性にあった保育環境の整備、イ
ンクルーシブ教育に基づいた特別⽀援教育の推進等を⾏います。
１ 障害等の早期発⾒と障害児⽀援の推進

各種健診や相談の実施／障害児支援体制の構築／障害児通所支援事業等の実施／
医療的ケア児、重症⼼⾝障害児への⽀援体制の確保・充実／児童発達支援センター
の確保・充実／保護者支援の充実／障害児を取り巻く環境課題の検討 

２ 特別支援教育の推進 
共生教育の実施／個別の指導計画等の作成／教育・福祉の連携体制の構築／就学・
教育相談の充実／特別支援教育を担う人材の確保・育成 

保健・医療
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

障害や疾病の予防や重症化の防⽌を図る施策や、障害者でも安⼼してかかれる医療体制の整備、難
病患者や精神障害者への支援等を⾏います。 
１ 障害等の早期発⾒及び医療体制の充実 

各種健診や相談の実施／保健・医療機関との連携／⻭科診療の充実／⼿当・医療費助成等に
よる医療提供の推進

２ 精神保健福祉施策の推進 
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築／⻑期⼊院者等の地域⽣活への移⾏⽀援
／居場所づくりの支援／当事者活動、家族会活動等の推進 

文化・芸術、スポーツ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

障害者の社会参加や生きがいづくりにつながる、文化・芸術活動やスポーツへの参
加機会の確保や障害の有無に関わらず受けられる生涯学習の環境づくりを進めます。 

基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４
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雇用・就労 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

市内の企業や就労支援機関と連携し、一人ひとりの障害特性や個性を踏まえた、障害者の雇用の場
の確保と、多様な働き⽅の拡充や⽀援を⾏います。 
１ 就労機会の拡大 

企業での障害者雇用の促進／就労支援サービス事業所の充実／就労に向けた相
談等支援の実施 

２ 多様な就労環境の整備 
市役所での障害者雇用の促進／農福連携の推進／多様な就業機会の確保／物品
購入の促進 

生活環境 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

障害者の地域での⽣活や社会参加を⽀援するため、施設・道路等の環境整備や、外出・移動の⽀
援、住環境の整備等を進めます。 
１ ひとにやさしいまちづくり 

公共施設等のバリアフリー化の推進／道路改良の推進／公共交通機関の利便性の向上
／移動に対する支援の実施 

２ 住環境の整備 
グループホームの整備／住宅改善への⽀援／住宅の確保・整備 

防災・防犯 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

地域や関係者等と連携し、災害時の障害者への避難等の支援体制づくりや、防
犯体制の強化を図ります。 
１ 地域の防災対策の充実 
避難⾏動要⽀援者台帳の整備と活⽤促進／当事者参加の防災訓練の実施 

２ 防災・防犯体制の強化 
避難所の福祉的整備／災害時に向けた福祉事業所等の体制整備／緊急時の情報提供体制の整備／防犯体制の充実 

障害理解、権利擁護 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

障害への正しい理解を促すため、地域や学校での広報・啓発や、交流を推進します。また、障害者
の権利を擁護する成年後⾒制度や虐待防⽌の取り組みを進めます。 

１ 障害理解の促進と差別解消の推進 
福祉教育の推進／交流教育・保育の推進／地域における障害理解の促進／差別
解消、障害理解の促進に関する広報・啓発／当事者団体、ボランティア、ＮＰ
Ｏ団体等の活動支援 

２ 虐待防⽌・権利擁護の推進 
権利擁護に関する意識啓発／権利擁護に関する⽀援体制の充実／成年後⾒制
度等の利⽤促進

基本目標５

基本目標６

基本目標７

基本目標８
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６ 第６章

計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

 本計画が障害者やその家族にとって意義のあるものとなるよう、施策の推進に当たっては

当事者の視点に立ち、支援等を行います。 

また、様々な障害福祉施策を総合的に推進できるよう、庁内の関係各課や、地域、当事者

団体、事業所等の関係機関と連携し、事業を展開します。専門的な知識を必要とする事例や、

広域的な対応が求められる場合は、近隣自治体や県との情報交換及び連携を行い、対応を図

ります。 

さらに、各施策を円滑に進めていくには市民や地域の障害に対する適切な理解が不可欠で

あるため、広報へきなんやホームページをはじめ、多様な手段で広報・啓発を行います。 

２ 計画の進捗管理 

本計画を着実に推進するため、“ＰＤＣＡサイクル“（計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価

（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔ））に基づき、進捗管理を行います。本計画の成果目標につい

て、毎年度実績を把握し、福祉施策や関連施策の動きも含めて中間評価、分析を行います。

その結果に基づき、必要に応じて本計画の変更や事業の見直しを行うこととします。 

なお、本計画の達成状況の点検及び評価については、地域自立支援協議会が中心となり、

役割を担います。 
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評価 具体的な状況

1-1 相談支援の充実

1-1-1

身近な相談窓口体制

の整備

基幹相談支援センターや相談支援事業所等によ

り、全障害に対応した総合的で専門的な相談支

援を行います。

福祉課 ○

碧南市障害者相談支援事業や相談支援事業所との

連携により、全障害に対応した総合した相談支援

を行うとともに、基幹相談支援センターを中心と

した他機関等との連携、障害特性に対する専門的

な相談対応などを行っている。

引き続き、基幹相談支援センター

等関係機関との連携を図り、相談

対応の充実を図る。

1-1-2

相談支援体制の強化 市内の相談支援事業者に対し、同行訪問やケー

ス会議等による専門的な指導や、相談機関間の

連携強化を図り、地域の相談支援体制の強化を

図ります。 福祉課 ○

基幹相談支援センターを中心として各関係機関と

の連携や、困難ケース等に対する専門的な相談対

応を行い、また相談支援事業所情報交換会や個別

のケース会議などの機会を用いて、地域課題の把

握に努めている。

引き続き、基幹相談支援センター

等関係機関との連携を図り、相談

対応の充実を図る。

1-1-3

地域自立支援協議会

の充実

基幹相談支援センターにより地域自立支援協議

会の作業部会の運営を行い、地域の課題につい

て協議を進めます。
福祉課 ○

基幹相談支援センターにより地域自立支援協議会

の作業部会の運営を行うことで、地域内の関係機

関の核となり、諸課題の協議の場の充実を図って

いる。

引き続き、基幹相談支援センター

等関係機関との連携を図り、諸課

題に対する協議を実施する。

関係課 今後の方針
今年度の状況

障害者計画記載内容
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評価 具体的な状況
関係課 今後の方針

今年度の状況
障害者計画記載内容

1-2 地域生活を支援するサービスの提供

福祉課 ○

障害福祉サービス等利用計画を精査し適切なサー

ビス提供を確認するとともに、障害福祉サービス

事業所への制度に関する問い合わせ対応や実地指

導を行った。

引き続き、適切なサービス提供が

なされるよう個別ケースを通した

対応を行う他、事業所への実施指

導等を行い、サービス利用体制の

充実を図る。また、地域で必要と

なるサービス提供体制の充実のた

め補助事業の活用を図る。

高齢介護課 ○

新規の地域密着型サービスの指定において共生型

サービスの指定はなかった。

引き続き適切なサービスが提供で

きるよう指定の希望があれば対応

していく。

1-2-2

福祉人材の確保・養

成と資質の向上

地域のニーズに応じた専門的な人材育成や確保

のため、基幹相談支援センターでの研修や、多

職種間の連携、職場の改善等を進めます。 福祉課 ○

基幹相談支援センターを中心に、支援者の支援力

の充実や専門的な人材育成に資するため、研修を

実施した。

引き続き、基幹相談支援センター

を中心に、関係機関との連携を図

り、専門的な人材の確保・育成を

図る。

1-2-3

障害者支援施設等か

らの地域生活への移

行支援

地域相談支援事業や共同生活援助事業等の活用

により、施設入所者を希望に応じて地域で生活

できるよう支援します。
福祉課 ○

障害福祉サービス等利用計画を精査し適切なサー

ビス提供を確認しており、施設入所者から他のグ

ループホームへの移行など、必要に応じて居住環

境が提供されるための対応や支援を行っている。

引き続き、適切なサービス提供が

なされるよう個別ケースを通した

対応を行う。

1-2-4

地域生活支援拠点等

の強化

地域の障害者の安心・安全のため、地域生活支

援拠点等の強化や定期的な運用状況の検証を行

います。
福祉課 ○

市内障害福祉サービス事業所によって構成される

事業所部会において、碧南市の地域生活支援拠点

等の実情を確認した。

引き続き、地域生活支援拠点の評

価を行い、各作業部会等関係機関

との連携などを通じて機能の充実

を図る。

1-2-1

障害福祉サービス等

の充実

障害福祉サービスや地域生活支援事業などの

サービスが、必要とする人に適切に提供される

よう、事業所に対し実地指導や第三者評価の推

進を行いサービスの質の向上を図るとともに、

障害福祉サービス事業所の整備についての補助

事業を活用した新規事業者の参入促進を図る

等、提供体制の充実を図ります。

また、障害者の高齢化に向けた共生型サービス

の充実など、地域で必要となるサービス提供体

制の充実について検討等を行います。
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評価 具体的な状況
関係課 今後の方針

今年度の状況
障害者計画記載内容

1-3 情報バリアフリー、意思疎通支援の推進

1-3-1

意思疎通支援の充実 研修や講座の実施等により、手話通訳者、要約

筆記者、点訳等、各種奉仕員等の確保・育成を

行い、視覚障害者や聴覚障害者のコミュニケー

ションを支援します。また、手話言語条例を制

定し聴覚障害の有無に関わらず意思疎通を図る

ことができる社会を目指します。

福祉課 ○

手話通訳者等の設置事業や派遣事業を行い、コ

ミュニケーションの支援を行うとともに、社会福

祉協議会への委託事業や、高浜市との共同開催に

よる委託事業として、手話通訳者の育成のための

研修講座を実施した。

引き続き、コミュニケーション支

援事業や各種研修事業の実施を行

うとともに、手話言語条例に基づ

き啓発等事業の推進を図る。

福祉課 ○

左記事業を始めとした情報提供に努めている。障

害の特性や年齢を考慮し、文書は平易な内容で記

載し文字サイズに配慮する等を行っている。

引き続き、現行事業については実

施するとともに、新たな情報提供

が必要な事案については都度検討

を行い、適切に対応する。

秘書課 ○

ホームページは平成３１年のリニューアルの際

に、高齢者や障害者など心身の機能に制約のある

人など、誰もがホームページ等で提供される情報

や機能を支障なく利用できる状態の維持に努めて

いる（日本産業規格JIS X 8341-3:2016の適合レベ

ルＡＡ）。

ホームページの充実を基に、広報紙での市政情報

の発信に加え、幅広い世代で利用されているＬＩ

ＮＥでも情報発信を行っている。

引き続き、ホームページは誰もが

利用しやすい状態を継続してい

く。インターネットを介した情報

提供の多様化が進んでいるが、使

いこなせる人と不慣れな人で情報

格差を招かないようにするため、

引き続き複数の情報提供手段を確

保していく。

1-3-2

誰もが使いやすい情

報の提供

必要な人に必要な情報が届くよう、障害の特性

や年齢等を考慮し、ホームページ等のユニバー

サルデザイン化を推進するとともに、広報など

の紙媒体、音声ガイドなど、多様な手段による

情報提供を行います。

特に市民生活や福祉事業所の運営に重大な影響

を及ぼす災害や感染症などが発生した場合に

は、国や県、保健所等と連携し、必要な情報を

的確かつ速やかに提供します。
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評価 具体的な状況

2-1 障害等の早期発見と障害児支援の推進

福祉課 ○

子どもの発達が気になる保護者に対し、心理士、

言語聴覚士、作業療法士の発達相談を実施し、子

どもと保護者への支援の充実と保健センターや各

園、学校等の関係機関との連携を図った。発達が

気になる子に対し、早期療育親子支援事業を実施

し、必要に応じ、にじの学園へとつなげた。

引き続き、障害児の関係機関の連

携と相談支援体制の充実を図る。

また、発達相談と早期療育支援事

業を継続していく。

こども課 ○

こども課窓口にて入園相談を受け、幼稚園・保育

園・こども園等において保護者からの相談や、園

からの児童についての報告などから状況に応じて

発達支援係につなげたり、就園観察を行い適切な

支援につなげている。

引き続き相談を受け付け、個々の

状況に適切に対応していく。

健康課 ○

乳幼児健康診査の実施および健診後の電話、訪問

等による相談や教室を実施。必要に応じて福祉

課、こども課等と連携を図り、相談事業等の早期

療育へとつなげた。

引き続き、乳幼児健康診査、健診

後の相談や教室の実施および関係

機関との連携し、早期に療育へつ

なげる。

2-1-1

各種健診や相談の実

施

関係課
今年度の状況

今後の方針障害者計画記載内容

乳幼児健診や健診後の相談、教室等を実施し、

必要に応じて早期に療育へとつなげます。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

障害児相談支援事業や児童発達支援ネットワーク

事業等の実施により適切な障害児通所支援の利用

を推進し、また保健センター等における乳幼児健

康診査やにじの学園、各こども園等と連携を図

り、障害児への支援や、保護者への支援体制の充

実を図った。ＩＣＦ情報把握・共有システムを

使った発達普及事業による保護者や支援者向け研

修で、一貫した支援の土台となる考え方（環境調

整支援）の共通理解を深めた。

引き続き、障害児相談支援事業や

児童発達支援ネットワーク事業等

を始めとした障害児の関係機関の

連携や相談支援体制の充実を図

る。

こども課 ○

保健センター等における乳幼児健康診査や福祉課

のんのん教室、にじの学園、各幼稚園・保育園・

こども園と連携を図り、障害児やグレーゾーンの

児童等及びその支援者に対する支援の実施を図っ

た。また、就園観察及び就園指導協議会にて入園

に際し適切な支援体制が取れるよう、各機関との

情報共有や連携をとった。幼稚園にて保護者の要

望に添い、未就園の医療ケア児との交流会を行っ

た。

引き続き、保健センターや福祉

課、にじの学園、各保育園等及び

障害児通所支援事業所等と連携を

図る。

健康課 ○

乳幼児健康診査の実施および健診後の電話、訪問

等による相談や教室を実施。必要に応じて福祉

課、こども課等と連携を図り、早期療育へとつな

げた。

引き続き、乳幼児健康診査、健診

後の相談や教室の実施および関係

機関との連携し、早期に療育へつ

なげる。

学校教育課 ○

保健センター等における乳幼児健康診査やにじの

学園、各こども園等と連携を図り、障害児やグ

レーゾーンの児童等及びその支援者に対する支援

の実施を図った。

引き続き、保健センターやにじの

学園、各こども園等及び障害児通

所支援事業所等と連携を図り、学

校や地域での生活等支援体制の充

実を図る。

2-1-2

障害児支援体制の構

築

乳幼児健診、保育所や幼稚園、学校等と連携

し、障害児や発達のグレーゾーンの児童や保護

者に対し、一貫した支援を行います。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

2-1-3

障害児通所支援事業

等の実施

障害児相談支援事業等の実施により、適切な障

害児通所支援事業の利用を推進します。

福祉課 ○

障害児支援利用計画等を精査し適切なサービス提

供を確認するとともに、障害児通所支援事業所へ

の制度に関する問い合わせ対応や実地指導を行っ

た。また、相談支援事業所情報交換会や個別の

ケース会議などの機会を用いて、地域課題の把握

と体制整備を実施した。

引き続き、適切なサービス提供が

なされるよう個別ケースを通した

対応を行う他、事業所への実施指

導等を行い、サービス利用体制の

充実を図る。また、基幹相談支援

センター等関係機関との連携を図

り、相談対応の充実を図る。

2-1-4

医療的ケア児、重症

心身障害児への支援

体制の確保・充実

医療的ケア児や重症心身障害児のニーズを把握

し、総合的な支援体制の構築及び関連分野の支

援を調整するコーディネーターを配置します。

福祉課 ○

こども部会にて、医療的ケア児や重症心身障害児

の関係者において地域の実情に応じた検討を行っ

ている。また、市内の基幹相談支援事業所に医療

的ケア児等コーディネーターを配置し、医療的ケ

ア児やその家族の相談支援体制を整えている。

こども部会や近隣市との連絡会に

おいて地域の諸課題の検討を進め

る。

2-1-5

児童発達支援セン

ターの確保・充実

児童発達支援センター開設の支援を軸に、児童

発達支援センターが障害の重度化や重複化に対

応できるよう、障害児通所支援事業や関係機関

等との連携を強化します。 福祉課 ○

こども部会において、障害児に対する支援施策や

生活環境に関する課題についての検討を行ってい

る。

引き続き、作業部会において諸課

題の検討を進めるとともに、補助

事業等の推進により支援提供体制

の拡充を図る。

2-1-6

保護者支援の充実 各機関における専門的な相談対応だけでなく、

障害児の保護者によるピアサポーターの活動支

援やペアレント・プログラム等を実施し、障害

児の保護者に対する相談等支援の充実を図りま

す。
福祉課 ○

障害児の保護者支援として、「ほっとまんま」に

よるピアサポーターの活動を実施した。子育てに

困り感を持つ保護者に対し、ペアレントプログラ

ムを実施した。障害児の保護者に対し、環境調整

支援についての研修会を実施した。

引き続き、こども部会等におい

て、支援者団体の活動促進に資す

る方策の検討を進める。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

こども部会にて、障害児支援の関係者において地

域の実情に応じた検討を行っている。

こども部会において地域の諸課題

の検討を進める。

学校教育課 ○

こども部会にて、障害児支援の関係者において地

域の実情に応じた検討を行っている。医療的ケア

児者検討会に参加し情報共有や協議を行った。

こども部会において地域の諸課題

の検討を進める。

2-1-7

障害児を取り巻く環

境課題の検討

地域自立支援協議会のこども部会で、障害児支

援に対する情報共有や協議を行います。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

2-2 特別支援教育の推進

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定め、教育環境における合

理的配慮の推進を図った。

引き続き、適切な配慮のある環境

づくりに努める。

学校教育課 ○

通級指導教室の周知を図り、理解を促した。ま

た、特別支援学級児童生徒が通常学級で授業を行

う交流を、個々の実情に応じて計画、実施し、共

に学ぶ環境の整備を進めた。

引き続き、適切な配慮のある環境

づくりに努めるまた、通級指導教

室について、全中学校での開設を

進めていく。

福祉課 ○

障害児相談支援事業や児童発達支援ネットワーク

事業等の実施により適切な障害児通所支援の利用

を推進し、また各学校に対しサービス利用者の情

報の共有を図り、地域の学校等における障害児へ

の支援や、保護者への相談体制の充実を図った。

引き続き、障害児相談支援事業や

児童発達支援ネットワーク事業等

を始めとした障害児の関係機関の

連携や相談支援体制の充実を図

る。

学校教育課 ○

放課後等デイサービス事業所と児童担任が児童の

様子を情報交換している。

今後も、情報交換を密にし、保護

者との相談を充実させながら、本

人や保護者の意向が個別の教育計

画、支援計画に反映されるように

していく。

2-2-1

共生教育の実施

2-2-2

個別の指導計画等の

作成

通級指導教室の実施や、教育環境における合理

的配慮の推進等により、障害の有無に関わら

ず、共に学習できる環境を整備します。

障害のある児童・生徒の個々の状況に応じた教

育指導や支援を行うため、本人や保護者の意向

を考慮した個別の教育計画、支援計画の充実を

図ります。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

障害児相談支援事業やICF情報把握・共有システム

を使った発達支援普及事業等の実施により適切な

障害児通所支援の利用を推進し、また各学校に対

しサービス利用者の情報の共有を図り、地域の学

校等における障害児への支援や、保護者への相談

体制の充実を図った。

引き続き、障害児相談支援事業や

ICF情報把握・共有システムを使っ

た発達支援普及事業等を始めとし

た障害児の関係機関の連携や相談

支援体制の充実を図る。

こども課 ○

保健センター等における乳幼児健康診査や福祉課

のんのん教室、にじの学園、各保育園等と連携を

図り、障害児やグレーゾーンの児童等及びその支

援者に対する支援の実施を図った。

引き続き、保健センターや福祉

課、にじの学園、各保育園等及び

障害児通所支援事業所等と連携を

図り、地域での生活等支援体制の

充実を図る。

学校教育課 ○

障害児相談支援事業や児童発達支援ネットワーク

事業等の実施により適切な障害児通所支援の利用

を推進し、地域の学校生活の適応への支援を図る

とともに、障害児通所支援の利用対象児の一覧の

共有や、個別ケースの検討など、福祉事業所等と

教育現場との連携の充実を図った。

引き続き、障害児相談支援事業や

児童発達支援ネットワーク事業等

を始めとした障害児の関係機関の

連携を図る。

2-2-3

教育・福祉の連携体

制の構築

福祉事業所等と教育現場が連携し、障害児通所

支援利用児童の情報共有や個別ケースの検討な

どを行います。またＩＣＦ情報把握・共有シス

テムを活用し、家庭・教育・福祉の連携を図り

ます。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

障害児相談支援事業や児童発達支援ネットワーク

事業等の実施により適切な障害児通所支援の利用

を推進した。また各学校に対しサービス利用者の

情報の共有を図り、地域の学校等における障害児

への支援や、保護者への相談体制の充実を図っ

た。

引き続き、障害児相談支援事業や

児童発達支援ネットワーク事業等

を始めとした障害児の関係機関の

連携や相談支援体制の充実を図

る。

こども課 ○

学校教育課と幼稚園・保育園・こども園と関係機

関との情報共有をしつつ、適宜情報発信や相談を

受け付け、相談体制の充実を図った。

引き続き、情報発信や相談を受け

付け、相談支援体制の充実を図

る。

学校教育課 ○

市の臨床心理相談員によるコンサルテーション事

業の実施や、校内支援委員会を開催するととも

に、各校特別支援教育コーディネーターを通し

て、保護者への相談体制を充実させている。ま

た、市内教育支援委員会を開催し、各種機関や、

幼保、小学校、中学校の連携を図り、より適切な

支援を推進した。

今後も、保護者はじめ各種機関、

学校との連携を図り、児童に最適

な支援を図っていく。

2-2-4

就学・教育相談の充

実

障害のある児童・生徒の保護者が適切に教育相

談等を受けられるよう、福祉課、こども課、学

校教育課等が連携し相談支援体制の充実を図り

ます。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

児童発達支援ネットワーク研修において、各支援

機関の役割や気になる子どもの特徴とその支援、

特別なニーズのある子どもへの支援と支援体制づ

くりのポイントなどについて研修を実施し人材の

育成を図った。特別支援教育推進委員会等におい

て、各学校における放課後等デイサービス利用者

の情報の共有等を図り、地域の学校等における障

害児への支援の充実を図った。

引き続き、障害児の関係機関の連

携による支援体制の充実を図る。

学校教育課 ○

特別支援教育推進委員会を開催し、そこで各学校

のコーディネーターが各校の取組を報告し、大学

教授はじめ専門機関からご意見をいただき研鑽を

積んでいる。また、特別支援に関わる教員やアシ

スタントを中心に、発達支援係研修に参加し、障

害の特性や適切な支援について学びを深めてい

る。

今後も継続して研修を行い、障害

の特性に合った教育の実現を図

る。

2-2-5

特別支援教育を担う

人材の確保・育成

教員に向けた障害理解のための研修等の実施

や、特別支援教育コーディネーター等の配置な

どにより、障害の特性にあった教育の実現を図

ります。
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評価 具体的な状況

3-1 障害等の早期発見及び医療体制の充実

福祉課 ○

医療機関や保健所とのケース会議等で連携を図る

ほか、保健センター等における各種健康診査事

業、各学校やこども園等と連携を図り、障害者や

その支援者の状況把握、制度案内等相談対応を

行った。

引き続き、医療機関や保健所、保

健センター、各学校やこども園等

と連携を図り、相談支援体制の充

実を図る。

健康課 ○

保健センターで実施する健康診査事業（成人・乳

幼児）を実施し、結果に応じて受診勧奨および相

談支援を実施。

引続き、健康診査事業を実施して

いく。

疾病の早期発見・早期対応のため、健診、がん

検診等の受診を促進し、結果に応じた相談支援

を行います。

3-1-1

各種健診や相談の実

施

今年度の状況
今後の方針関係課障害者計画記載内容
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評価 具体的な状況

今年度の状況
今後の方針関係課障害者計画記載内容

福祉課 ○

医療機関や保健所とのケース会議等で連携を図る

ほか、保健センター等における各種健康診査事

業、各学校やこども園等と連携を図り、障害者や

その支援者に対する支援の実施を図った。

引き続き、医療機関や保健所、保

健センター、各学校やこども園等

及び障害福祉サービス事業所等と

連携を図り、地域での生活等支援

体制の充実を図る。

健康課 ○

医療機関等から病院退院に向けてのケース会議等

で連携を図るほか、医療機関からの情報提供によ

り病院退院後早期に相談支援を実施。保健セン

ターで実施する乳幼児健康診査時、必要者に対し

精密検査受診の勧めを行う。また、必要に応じて

福祉課、こども課の相談事業等の紹介など連携を

図っている。

引き続き、医療機関、関係機関、

福祉課、こども課等と連携を図

り、相談支援の充実を図る。

福祉課 ○

左記事業により、歯科疾患の早期発見と歯科衛生

に関する啓発を行い、障害者の健康に寄与してい

る。

引き続き、行政機関、医療機関等

の関係機関との連携を図り、適正

な事業実施に努める。

健康課 ○
障害者歯科診療所での診療を行っている。 引き続き、障害者歯科診療所での

診療を行っていく。

福祉課 ○

自立支援医療の給付事業や障害者医療費助成事業

の連携に配慮した事業実施に努めた。

引き続き、行政機関、医療機関等

の関係機関との連携を図り、適正

な事業実施に努める。

国保年金課 ○

自立支援医療の給付事業や障害者医療費助成事業

の連携に配慮した事業実施に努めた。

引き続き、行政機関、医療機関等

の関係機関との連携を図り、適正

な事業実施に努める。

障害や病状に応じた適切な相談体制・支援体制

を構築するため、保健所や医療機関等と福祉関

係者との連携を図ります。

歯科治療を受けにくい環境にある人が安心して

治療を受けられるよう、障害者歯科診療所での

診療を行います。また、障害福祉事業所で適切

な歯科検診が受診できるよう支援をします。

自立支援医療の給付事業や障害者医療費助成事

業等の経済的負担軽減事業を実施し、障害者へ

の医療提供を促進します。

3-1-4

手当・医療費助成等

による医療提供の推

進

保健・医療機関との

連携

3-1-2

3-1-3

歯科診療の充実
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評価 具体的な状況

今年度の状況
今後の方針関係課障害者計画記載内容

3-2 精神保健福祉施策の推進

3-2-1

精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テムの構築

精神科病棟がある医療機関やグループホーム等

が地域移行に関する作業部会を組織し、地域課

題の検討を行い、普及啓発、相談支援体制整

備、当事者団体を通じた支援等を行います。

福祉課 ○

地域生活支援部会にて、精神科の医療機関やグ

ループホーム等の障害福祉サービス事業者によ

り、事例検討などを通して地域課題の検討に努め

た。

引き続き、地域生活支援部会にお

いて地域の諸課題の検討を進め

る。

3-2-2

⾧期入院者等の地域

生活への移行支援

地域相談支援事業等の活用により、医療機関か

らの退院支援を行います。

福祉課 ○

地域生活支援部会における検討を進める他、基幹

相談支援センターを中心として、地域移行、地域

定着支援事業等の活用の可能性のある入院中の方

の支援や支援方針の検討を行った。

引き続き、地域生活支援部会にお

いて地域の諸課題の検討を進める

他、個別のケースの退院促進を支

援する。

3-2-3

居場所づくりの支援 心身障害者福祉センターにおいて、精神障害者

等の居場所支援事業を実施します。

福祉課 ○

精神障害者の居場所支援事業である「ころころ」

を実施し、地域での生活を支える支援の充実を

図った。

引き続き、「ころころ」を実施

し、ボランティアスタッフ等協議

しながら様々なプログラムを提供

する。

3-2-4

当事者活動、家族会

活動等の推進

精神障害に対する多様な相談体制の充実のた

め、精神障害の当事者による相談支援や、精神

障害者の家族による相談活動などの推進を図り

ます。 福祉課 ○

碧南高浜地域活動支援センターを支援し、あおみ

Ｊセンターによる家族懇談会をあいくるにて開催

した。

引き続き、地域活動支援センター

と連携を図り当事者参画に対する

支援を図るほか、ピアサポーター

による当事者相談の推進の検討を

進める。
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評価 具体的な状況

4-1 活動の推進

福祉課 ○

障害者の参加しやすい教室等を行うための、へき

なん福祉センターあいくるや心身障害者福祉セン

ターの施設利用を進めた。

引き続き、公共施設の利用促進を

図る。

スポーツ課 ○

市内の小学校区ごとの碧南市スポーツ推進委員を

中心に、ニュースポーツを中心とした地域住民の

スポーツ活動の支援を図った。

また、碧南市レクリエーション協会等の支援・協

力により、競技としてのパラスポーツ及び障害者

と共に楽しめるパラスポーツの機会増加を図るた

め、ボッチャの大会を開催した。

そして、スポーツ施設の改修時には、障害の有無

等に関わりなく利用できるようにバリアフリー化

や、男女・年齢等も問わないユニバーサルデザイ

ン化について検討を進めた。

小学校区単位のスポーツ振興はス

ポーツ推進委員を中心に推進を図

り、競技としてのパラスポーツの

普及については各種団体と協力体

制を強化しながら推進すると共

に、施設の改修時にユニバーサル

デザイン化の検討を進める。

また障害者が参加できるスポーツ

大会等については、近隣市などと

情報交換を行い、広域圏での共同

実施を視野に入れ調査・研究を行

う。

福祉課 ○

心身障害者福祉センターにおいて、スポーツレク

リエーションや芸術文化の振興につながる各種教

室や講座等を実施し、参加者の心身のリハビリ及

び趣味を広げ、障害者の社会参加と交流の場の拡

大を図った。

引き続き、心身障害者福祉セン

ターにおける各種教室等事業の充

実を図る。

生涯学習課 ○

見やすい文字や写真、イラストを使い理解しやす

い案内周知を心掛けている。

障害のある人が様々な学習機会を

得られるように、配慮した支援事

業に努める。

関係課
今年度の状況

今後の方針障害者計画記載内容

スポーツ団体等と連携し、パラスポーツや障害

者と共に楽しめるスポーツの普及・啓発を図り

ます。

障害者の文化芸術活動の促進のため、教室の開

催及び情報提供などを行います。
文化芸術活動の支援

4-1-2

4-1-1

スポーツ活動の支援
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

4-1-3

講座等の実施 心身障害者福祉センターにおいて、スポーツレ

クリエーションや文化芸術の振興につながる各

種教室や講座等を実施します。
福祉課 ○

心身障害者福祉センターにおいて、スポーツレク

リエーションや芸術文化の振興つながる各種教室

や講座等を実施し、参加者の心身のリハビリ及び

趣味を広げ、障害者の社会参加と交流の場の拡大

を図った。

引き続き、心身障害者福祉セン

ターにおける各種教室等事業の充

実を図る。

生涯学習課 ○

ヘキスポスタッフ、おやじの会、子ども会など多

くの関係団体がボランティア活動を実施してい

る。

引き続き、指導者・ボランティア

の育成支援を図る。

スポーツ課 ○

スポーツの技術や競争心を高める活動、継続的に

スポーツ・レクリエーションを楽しめる場創り、

コロナ禍で中止になっていたイベントを再開し、

各団体との連携を図った。また、パラスポーツと

して人気の高いボッチャの指導者講習会を碧南市

レクリエーション協会を中心に開催した。

引き続き、各種団体と連携強化を

図る。

スポーツや文化芸術活動への参加を支援する指

導者や講師、ボランティア等の確保・育成を図

ります。

指導者・ボランティ

アの確保・育成

4-1-4

-23-



評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

4-2 環境の充実

建築課 ○

公共施設の改修などにあわせて、バリアフリー化

やユニバーサルデザイン化に配慮した整備を進め

ている。

引き続き、改修などにあわせて、

バリアフリー化やユニバーサルデ

ザイン化を推進する。

生涯学習課 ○

多くの施設でスロープやバリアフリートイレ等が

設置されている。

引き続き、改修などにあわせて、

バリアフリー化やユニバーサルデ

ザイン化を推進する。

スポーツ課 ○

各スポーツ施設は老朽化が進んでいるため、必要

に応じて修繕を図っている。

引き続き利用者の方に快適に利用

してもらえるよう努める。

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定め、誰にとっても情報入

手が容易となるよう、市ホームページや広報へき

なんにおける合理的配慮の推進を図った。

引き続き、適切な配慮のある情報

発信に努める。

生涯学習課 ○

見やすい文字や写真、イラストを使い理解しやす

い案内周知を心掛けている。

引き続き、適切な配慮のある情報

発信に努める。

スポーツ課 ○

各種大会、イベントを開催する際、広報、ホーム

ページ、チラシ等でＰＲを図った。

引き続き分かりやすい情報発信に

努める。

文化芸術・スポーツ・社会学習・レクリエー

ション等に関する情報について、どのような人

でも受け取ることができるよう多様な媒体を通

じて発信します。

4-2-1

施設のバリアフリー

化

文化芸術活動等に関

する情報提供

4-2-2

障害の有無等に関わりなくスポーツ施設や文化

施設を利用できるよう、バリアフリー化やユニ

バーサルデザイン化を進めます。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

手話通訳者等の設置事業や派遣事業を行い、コ

ミュニケーションの支援を行うとともに、社会福

祉協議会への委託事業や、高浜市との共同開催に

よる委託事業として、手話通訳者の育成のための

研修講座を実施した。

引き続き、コミュニケーション支

援事業を行うとともに、合理的配

慮に関する啓発を図る。

生涯学習課 ○

申込に電子申請を導入するなど負担軽減を進めて

いる。

今後とも配慮をした事業実施に努

める。

4-2-4

図書館の利便性の向

上

対面朗読や録音図書、インターネットを利用し

たサピエ図書館等、障害の特性に応じた資料提

供を行い、読書活動の支援を行います。

市民図書館 ○

対面朗読サービスや録音図書等の郵送貸出サービ

スを実施している。サピエ図書館（国内の各点字

図書館等が所蔵している録音図書・点字図書の検

索、及び、データのダウンロードができるデータ

ベース）に加入しているので、多くの資料を提供

できる体制が整っている。

これらのサービスを必要とする方

に利用していただけるように、PR

方法の工夫を考えながら引き続き

実施していく。

4-2-3

講座等への参加の支

援

障害者が文化芸術等の講座に参加できるよう、

募集や参加方法の配慮、手話通訳者や要約筆記

者の派遣などを行います。
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評価 具体的な状況

5-1 就労機会の拡大

福祉課 ○

事業所部会と共同して事業所説明会を開催した。

またハローワークと連携し、市内企業へ障害者雇

用促進に向けた発信を行った。

引き続き、作業部会での検討や関

係機関との連携対応を進め、雇用

促進及び就業定着の支援方策の充

実を図る。

商工課 ○

愛知県における障害者雇用率向上のための発出文

書を、ハローワークと共同で作成している。ま

た、障害者雇用における市内企業の雇用促進・啓

発のための事業を行っている。

合同企業説明会などの事業で市内

企業の雇用機会拡大を継続して行

う中で、障害者における雇用拡大

も並行して行っていく。

5-1-2

就労支援サービス事

業所の充実

一般企業等での就労が困難な障害者に、就労機

会の提供や就労へつながる訓練が効果的に提供

されるために、就労移行支援及び就労継続支援

事業所に対し、作業内容の充実、自主製品の販

売拡充等の工賃の向上に向けた方策の検討や、

相談支援事業等による適切なサービスの提供の

促進を図ります。

福祉課 ○

就労支援部会において、就労系の障害福祉サービ

ス事業所の専門性の向上や工賃向上等に活かせる

取り組み、事業所情報の整理や発信について検討

を進めるとともに、個別の適切なサービス提供が

なされるよう障害福祉サービス等利用計画の精査

に努めた。

引き続き、就労支援部会により就

労系事業所の諸課題の検討を図る

とともに、適切なサービス提供が

なされるよう個別ケースを通した

対応を行う。

福祉課 ○

障害者就労相談支援事業の実施や障害者就労・生

活支援センター等との連携、就労定着支援事業を

利用した支援の充実を図り、障害者の就労に関す

る相談体制の整備及び充実を図った。

引き続き、就労相談支援事業所等

関係機関との連携を図り、就労支

援事業の提供体制及び相談支援体

制の充実を図る。

商工課 ○

ハローワークやサポートステーションが行うセミ

ナーや事業について、周知や準備に関する支援を

行っている。また、商工会議所が主となり運営し

ている労働基準協会に対して支援している。

引き続き、他機関と連携しながら

就業支援方策の充実を図る。

関係課
今年度の状況

今後の方針

企業での障害者雇用を促進するため、障害者を

雇用している事業所への見学会やセミナーの実

施、ハローワークと連携した雇用の機会の確保

等を進めます。

障害者計画記載内容

企業での障害者雇用

の促進

5-1-1

5-1-3

就労に向けた相談等

支援の実施

障害者就労相談支援事業や就労定着支援事業

所、障害者就業・生活支援センター等との連携

により、障害者や障害者を雇用する企業等に対

し、就労促進や、就労後の就労継続に関する相

談支援等を行います。
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

5-2 多様な就労環境の整備

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定め、職場環境における合

理的配慮の推進を図った。

引き続き、適切な配慮のある環境

づくりに努める。

秘書課 ○

職員採用試験において障害者枠を設け障害者雇用

の促進を図った。

引き続き、障害者雇用を促進し、

法定雇用率の達成を目指す。

福祉課 ○

市内で農業関係の作業提供を行う障害福祉サービ

ス事業所の状況の把握に努め、事業所に対して県

が主催するイベントや研修の情報提供を行った。

また、西三河地域農福連携ネットワーク会議に参

加し、近隣市の状況を共有した。

引き続き、市内の農福関係の実情

把握に努める他、広域的な推進体

制のあり方について、検討を進め

る。

農業水産課 △

令和４年から愛知県により西三河地域農福連携

ネットワーク会議が立ち上げられ、碧南市として

も参加している。また、今年度市内の農業法人が

福祉事業所を立ち上げ、障害者の就労機会の増加

に繋がることが期待されている。ただ、他の農家

による農福連携については農家側が要望する仕事

の成果・レベルに至らないケースがあり、依然と

して課題が残る状況である。

引き続き、関係機関との連携を図

りつつ、制度の推進に努める。

5-2-1

市役所での障害者雇

用の促進

障害の特性や障害者個々に適した職場環境の整

備を進め、行政職員としての雇用を促進しま

す。

障害者の農業分野での活躍を支援し、就労や生

きがいづくりにつなげるとともに、農業分野の

担い手不足の解消を図ります。

農福連携の推進

5-2-2
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

就労支援部会において、就労系障害福祉サービス

事業所やハローワーク、障害者就業・生活支援セ

ンター等関係機関等の関係者を委員として、障害

者の多様な就業機会の促進に向けた検討を行って

いる。

引き続き、就労支援部会での検討

等を進め、就業支援方策の充実を

図る。

商工課 ○

商工会議所が行う雇用推進事業を支援している。 引き続き、他機関と連携しながら

就業支援方策の充実を図る。

5-2-4

物品購入の促進 碧南市障害者就労施設等からの物品等の調達方

針に基づき、障害者の就労支援施設等からの調

達を推進します。 福祉課 ○

碧南市障害者就労施設等からの物品等の調達方針

を定め、毎年調達状況の取りまとめと報告を行

い、障害者の就労支援施設等からの調達の推進を

図った。

引き続き、庁内における優先調達

の推進を図る。

多様な就業機会の確

保

5-2-3

テレワーク等の柔軟な働き方や自営・起業等、

障害者の多様な働き方を支援するため、障害者

就労相談支援事業や、障害者就業・生活支援セ

ンター、ハローワーク等との連携を図ります。
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評価 具体的な状況

6-1 ひとにやさしいまちづくり

建築課 ○

公共施設の改修などにあわせて、バリアフリー化

やユニバーサルデザイン化に配慮した整備を進め

ている。

引き続き、改修などにあわせて、

バリアフリー化やユニバーサルデ

ザイン化を推進する。

都市計画課 ○
碧南駅周辺地区についてユニバーサルデザインに

配慮した施設整備を進めた。

都市計画マスタープランに基づき

環境整備を図る。

6-1-2
道路改良の推進 障害者が安全に移動できるよう、歩道の設置等

の道路の改良を進めます。 都市計画課 ○
碧南駅西駅前広場についてユニバーサルデザイン

に配慮した歩道整備を促進した。

都市計画マスタープランに基づき

環境整備を図る。

商工課 ○

無料の福祉バスとして、市に見合った経費で巡回

バスとして空白地もなく運行を継続できている。

碧南市地域公共交通計画に基づき

碧南市内の交通状況に合わせて、

わかりやすい情報発信を実施し、

タクシー運行の活性化に向けて事

業者と連携していく。

都市計画課 ○

碧南駅周辺地区の整備を実施。碧南中央駅駅前広

場の整備を実施。北新川駅周辺地区の検討業務を

実施中。

引き続き碧南駅周辺地区の整備を

進め、他駅周辺地区の整備も検討

する。

6-1-4

移動に対する支援の

実施

福祉タクシー料金の助成や車いす及び車いす専

用車の貸出等により、障害者の外出や移動を支

援します。
福祉課 ○

日常生活に必要な移動に課題を持っている障害者

に対し支援として、介助者との外出を行う移動支

援事業を給付を実施する他、福祉有償運送事業や

福祉タクシー料金助成事業を行った。

引き続き、障害者の移動の課題の

把握に努めるとともに、外出支援

につながる事業実施を行う。

くるくるバスなどの巡回バスや駅周辺の環境整

備をはじめ、公共交通機関の利便性の向上を図

ります。

6-1-3

公共交通機関の利便

性の向上

今後の方針

公共施設や公園等を誰もが利用しやすいものと

するため、バリアフリー化やユニバーサルデザ

イン化を推進します。

障害者計画記載内容

6-1-1

公共施設等のバリア

フリー化の推進

関係課
今年度の状況
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評価 具体的な状況
今後の方針障害者計画記載内容 関係課

今年度の状況

6-2 住環境の整備

6-2-1

グループホームの整

備

事業所開設の補助事業の実施やニーズの把握、

地域住民への理解促進等により、日中サービス

支援共同生活援助等の提供を行うグループホー

ムの整備を進めます。
福祉課 ○

障害福祉サービス事業所の開設に資する各種補助

事業の活用を推進を行う。また、福祉資源に対す

る課題の現状把握を図った。

引き続き、障害福祉事業の提供状

況の把握に努め、提供体制の拡充

を図る。

6-2-2

住宅改善への支援 住宅改修事業や移動・移乗支援用具などの日常

生活用具の給付事業などにより、住宅改善を支

援します。 福祉課 ○

身体障害者の居宅をバリアフリー化等とする日常

生活用具給付事業にて住宅改修事業や移動・移乗

支援用具を実施している。

引き続き、日常生活用具給付事業

の給付を行うとともに、制度周知

に努める。

6-2-3

住宅の確保・整備 市営住宅への優先入居や家賃の減免などによ

り、障害者を含む住宅確保要配慮者への住宅の

確保を図ります。

建築課 ○

市営住宅で高齢者向け、障害者向け住宅を整備

し、優先入居及び家賃の減免を実施している。民

間賃貸住宅の活用は、建築課ホームページから

セーフティネット住宅の検索サイトに移動できる

ようにしている。

市営住宅は碧南市住生活基本計画

に基づき、必要な住戸の確保に努

める。民間賃貸住宅の活用はセー

フティネット住宅制度の周知に努

める。
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評価 具体的な状況

7-1 地域の防災対策の充実

福祉課 ○

避難行動要支援者名簿について、月次で名簿状況

の確認を行い、最新の状態に保たれている。ま

た、名簿情報提供同意者の情報提供を支援者へ

行っている。個別避難計画作成が努力義務化とさ

れ、要支援者名簿を基に障害等級の重い対象者か

ら順次作成を行っている。

引き続き、支援者との連携を図

り、災害時支援の充実を図る。

高齢介護課 ○

避難行動要支援者台帳の整備に加え、個別避難計

画の作成が努力義務化され、居宅介護支援事業所

や地域包括支援センターの協力を得て、計画の作

成を行っている。避難行動要支援者の情報提供に

ついては、民生委員児童委員協議会、自主防災

会、地域包括支援センター、消防署及び警察署等

へ情報提供を行った。

要支援者台帳及び個別避難計画の

整備を引き続き進めるとともに、

避難について実効性のある取組み

を開始していく。

防災課 ○

災害時要支援者台帳制度について、自主防災会に

説明し、制度の周知と訓練を通して要配慮者の把

握に努めるように依頼した。

引き続き、自主防災会へ災害時要

支援者台帳制度の周知と要配慮者

の把握に努めるよう促していく。

福祉課 ○

災害時支援部会を通じた防災訓練参加への働きか

けにより訓練が実施されている。

引き続き、支援者との連携を図

り、障害者の防災対策の促進を図

る。

防災課 ○

総合防災訓練は、訓練・体験ブース等を設置し、

参加者が自由に回る形式で実施した。令和におい

て最高となる参加者があり、内容もより実践的な

ものになるよう見直した。今年度は、障害者災害

時支援部会による啓発活動も行っていただいた。

引き続き、関係機関における体制

整備や地域課題の検討を進める。

避難行動要支援者台帳への登録を促進し、登録

者の同意のもと民生委員児童委員協議会、自主

防災会、地域包括支援センター、消防署及び警

察署等と情報共有を図り、災害時支援の充実を

図ります。

市総合防災訓練に障害当事者等の参加を働きか

け、感染症などの二次被害防止を踏まえた避難

所体験やヘルプカードを活用した訓練により、

障害者の防災対策を促進します。

関係課
今年度の状況

今後の方針障害者計画記載内容

7-1-1

避難行動要支援者台

帳の整備と活用促進

7-1-2

当事者参加の防災訓

練の実施
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

7-2 防災・防犯体制の強化

福祉課 ○

協定福祉避難所の運営について施設担当者との協

議及び備品の確認等を行っている。

引き続き、福祉避難所提供事業所

との連携を図り、避難所の福祉的

整備を図る。

高齢介護課 ○

福祉避難所となる高齢者施設や庁内関係課と連携

し、必要物品の配備を随時検討している。

引き続き、福祉避難所指定事業所

と庁内関係各課等との連携を図

り、福祉避難所の運用に関する検

討を進める。

防災課 ○

庁内関係各課及び関係団体と連携してワーク

ショップを開催し、避難所や福祉避難所の実態

等、理解を深めてもらうよう、関係団体及び市民

に対し周知啓発を行った。

引き続き、福祉避難所指定事業所

と庁内関係各課等との連携を図

り、福祉避難所の運用に関する検

討を進める。

福祉課 ○

事業所部会において、障害福祉サービス事業所関

係者が顔を合わせることにより、災害時の安否確

認や情報伝達が行いやすい関係を築いた。

市内の障害福祉サービス事業所に

災害時の対応や連携方法について

の協力を仰ぎ、情報伝達体制の確

認に努める。

防災課 ○

要配慮者利用施設における津波災害を想定した避

難確保計画策定を依頼し、策定支援を実施した。

引き続き、避難確保計画策定の依

頼と支援を実施する。

障害福祉事業所等を福祉避難所に指定し、施設

担当者と備蓄品等の検討を行うとともに、その

他の避難所においても、障害特性に応じた支援

や合理的配慮を推進します。

災害時の円滑かつ迅速な支援を実施するため、

災害被害想定を踏まえた要配慮者利用施設の安

全対策や、災害時における地域の事業所間の連

携体制を整備します。

災害時に向けた福祉

事業所等の体制整備

7-2-2

7-2-1

避難所の福祉的整備

-32-



評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

事業所部会において、障害福祉サービス事業所関

係者が顔を合わせることにより、災害時の安否確

認や情報伝達が行いやすい関係を築いた。

市内の障害福祉サービス事業所に

災害時の対応や連携方法について

の協力を仰ぎ、情報伝達体制の確

認に努める。

防災課 ○

防災行政無線、防災メール、携帯電話を持ってい

ない人向けのサービスを継続的に運用する。ま

た、LINEの普及を背景に、1月からは碧南市LINE

公式アカウントでの防災情報の配信を開始した。

引き続き、時代背景にあったツー

ルを調査・検討していく。

福祉課 ○

市内を６地区に分け、「地域の出来事を自分事

に」をスローガンに「地域福祉推進会議（地域住

民が話し合う場）」を開催し、継続的に話し合い

を重ねている。令和６年度は、各地区ごとで様々

な事業活動を行うために話し合いを行った。

継続実施し、日頃の地域住民の交

流や地域住民同士の見守りなどに

つながるための仕掛けについて検

討を進める。

地域協働課 ○

地区の自主防犯パトロール団体を中心に徒歩や青

色回転灯装備車両を使用したパトロールを行って

もらっている。また、パトロール団体を対象に研

修会等を開催している。

警察と連携して研修会等を開催

し、犯罪の傾向や対策を広く知ら

せる機会を設け、引き続き目に見

えやすい形でのパトロール活動を

促進する。

防犯意識の高揚を図るため、広報啓発活動を強

化し、防犯教育を充実するとともに、地域の防

犯パトロール活動の充実を図ります。また、障

害福祉施設の安全体制の確保を図ります。

ケーブルテレビ、防災行政無線、メール配信

サービス等を用いて、災害時の障害者等への情

報伝達体制の整備を図ります。

7-2-4

防犯体制の充実

7-2-3

緊急時の情報提供体

制の整備
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評価 具体的な状況

8-1 障害理解の促進と差別解消の推進

福祉課 ○

福祉実践教室の開催による、障害理解の促進のた

めの福祉教育に関する社会福祉協議会等地域の団

体の事業の推進の支援を行う。

引き続き、福祉実践教室等による

地域での障害理解促進活動の支援

を図る。

学校教育課 ○

福祉課、こども課、教育委員会等とで連携を図

り、相談支援体制充実を図った。小中学校に対

し、福祉実践教室を開催した。また、状況を見な

がら福祉施設へのボランティアを呼びかけ、参加

を募った。

今後も引き続き福祉実践教室等に

よる地域での障害理解促進活動の

支援を図る。

8-1-2

交流教育・保育の推

進

特別支援学級と通常学級や、特別支援学校と居

住地校の児童・生徒が、障害の有無に関わら

ず、交流できる機会の拡充を図ります。

学校教育課 ○

特別支援学校に在籍する児童生徒が市内の特別支

援学級、通常学級の児童生徒と交流を行ってい

る。また、市内そくばい会は昨年度から文化会館

に場所を移し、学校ごとに作品を販売するなどを

行った。

これからも、安心安全に気を付け

ながら交流を図るよう、情報交換

を行い、交流を促進していく。

8-1-3

地域における障害理

解の促進

社会福祉法人通所者福利厚生支援補助事業や地

域福祉推進会議等により、障害を含めた福祉に

対する意識啓発や、障害の有無に関わらない交

流の促進を図ります。
福祉課 ○

市内を６地区に分けて開催している地域福祉推進

会議にて、地域住民の相互支援のある環境づくり

について検討重ねるとともに、社会福祉法人通所

者福利厚生支援補助事業を実施し、障害福祉事業

所の通所者の地域での交流の機会の拡充を図っ

た。

引き続き、地域住民の相互支援の

ある環境づくりについての検討を

進めるとともに、障害者の地域交

流機会に対する支援を図る。

小中学校や高校で、福祉実践教室やボランティ

ア体験教室を実施し、児童・生徒の障害理解の

促進を図ります。

関係課
今年度の状況

今後の方針障害者計画記載内容

8-1-1

福祉教育の推進
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

8-1-4

差別解消、障害理解

の促進に関する広

報・啓発

碧南市における障害を理由とする差別の解消の

推進に関する対応要領に基づき、市の広報や

ホームページを通じて、障害者への差別解消や

合理的配慮の提供、障害者週間、ヘルプマーク

などについての周知を図ります。
福祉課 ○

障害者週間などに、定期的に市の広報やホーム

ページにおいて、碧南市における障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する対応要領に基づく障

害者差別解消や合理的配慮の提供、障害者週間や

ヘルプマークなどの制度について周知を図った。

引き続き、啓発事業や関係機関に

おける体制整備を進める。

福祉課 ○

地域福祉推進会議を実施し、地域の福祉に関係す

る団体の活動の活性化や団体間の交流により、地

域住民の相互支援のある環境づくりを図った。

地域福祉推進会議を実施し地域で

の環境整備を図る。

地域協働課 ○

碧南市市民活動センターを設置し、各種講座の開

催などによるボランティアの支援を進めている。

碧南市市民活動センターを通じて

ボランティアを支援する。

市民活動団体やボランティア団体への活動支援

や団体間の交流等を支援します。
当事者団体、ボラン

ティア、ＮＰＯ団体

等の活動支援

8-1-5
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

8-2 虐待防止・権利擁護の推進

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定めることや、碧南市虐待

防止センターの周知を図り、障害者の権利擁護の

充実を図るほか、基幹相談支援センターにより障

害福祉サービス事業所向けの虐待防止研修を行っ

た。

基幹相談支援センターを中心に虐

待防止など権利擁護のための啓発

等対策事業の実施を推進する。

高齢介護課 ○

成年後見支援センターと連携し、同センターが実

施するイベントの啓発を行っている。

引き続き、成年後見支援センター

と連携し、権利擁護の意識啓発を

図る。

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定めることや、碧南市虐待

防止センターの周知を図り、障害者の権利擁護の

充実を図るほか、基幹相談支援センターにより障

害福祉サービス事業所へ虐待対応状況のアセスメ

ントを依頼し、市内の虐待防止体制の充実に努め

た。また、高齢者虐待や児童虐待等の他分野にお

ける対応も必要なケースへの連携した対応体制に

努めた。

基幹相談支援センターを中心に虐

待防止など権利擁護のための啓発

等対策事業の実施を推進する。

こども課 ○

碧南市要保護児童対策協議会により、定期的に各

関係機関と情報共有を図りつつ、市内の児童虐待

防止体制の充実に努めた。

年に１度、児童虐待防止を目的とした研修会を開

催し、市民や関係機関に啓発活動を実施。

引き続き、関係機関と連携をしつ

つ、児童虐待防止等権利擁護のた

めの啓発等対策事業を推進する。

高齢介護課 ○
介護支援専門員や介護サービス事業所職員を対象

に、虐待防止のための研修会を実施した。

引き続き、虐待防止の研修会を実

施する。

成年後見制度や虐待防止、意思決定支援等を

テーマにした講習会等を実施し、市民の権利擁

護に関する意識啓発を図ります。

障害者の虐待防止・権利擁護を図り、関係機関

と連携した支援体制及び総合相談体制の充実を

図ります。

8-2-2

権利擁護に関する支

援体制の充実

8-2-1

権利擁護に関する意

識啓発
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評価 具体的な状況
関係課

今年度の状況
今後の方針障害者計画記載内容

福祉課 ○

碧南市における障害を理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領を定めることや、碧南市虐待

防止センターの周知を図り、障害者の権利擁護の

充実を図るほか、基幹相談支援センターにより障

害福祉サービス事業所向けの虐待防止研修を行っ

た。また、高齢者虐待や児童虐待等の他分野にお

ける対応も必要なケースへの連携した対応体制に

努めた。

基幹相談支援センターを中心に虐

待防止など権利擁護のための啓発

等対策事業の実施を推進する。

高齢介護課 ○

成年後見支援センターと連携し、市⾧申し立てや

後見費用助成など制度の利用支援を行っている。

引き続き、成年後見支援センター

と連携し、制度の利用促進を図

る。

意思決定支援が必要な障害者の権利を擁護する

ため、成年後見制度や日常生活自立支援事業の

適切な利用を支援します。

8-2-3

成年後見制度等の利

用促進
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議題（２）各作業部会の取組状況について 

１ 事業所部会 

(1) 構成メンバー

障害福祉サービス事業所、地域活動支援センター及び相談支援事業所

(2) 令和６年度検討事項

ア 課題

地域生活支援拠点の機能評価結果において、更なる機能の充実が必要な項目があ

る。 

イ 目標

地域生活支援拠点の機能評価の継続及び機能の充実のための検討を実施。

(3) 今年度のこれまでの取組内容

ア ５月２０日（月）、９月２６日（木）、１１月２１日（木）に計３回の部会を開催

し、次の内容を検討。 

(ｱ) 事業所における災害時対応について

大規模災害時に利用者に関する情報を集約することを目的に検討。各事業所に

おける利用者名簿と障害福祉サービス受給者番号を活用し、福祉課が情報の一元

化を図りやすくすること、また、事業所の被災状況や支援体制の情報を福祉課に

報告する方針とし、令和７年度から取組むこととした。 

(ｲ) 地域生活支援拠点における機能の充実について

グループワークの意見交換を踏まえ、次の取り組みを実施。

ａ 緊急時や体験利用時の流れの把握 

フローチャートを活用し、利用者及び支援者の関わり方を確認。

ｂ 一人暮らしに向けて活用できる情報の整理 

各事業所の取り組みを集約し、サービス種別で整理。 

ｃ 事例の共有や検討を通じた、地域課題の把握や他機関連携の充実 

本人に適したＧＨの利用の利用につながるよう、体験宿泊を踏まえた事例の

共有と検討を実施。 

ｄ 地域生活支援拠点の評価 

評価項目の表現の修正及び評価指標を変更。回答しやすくすること、回答の
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傾向を把握しやすくするように工夫。市内の全事業所を対象に地域生活支援拠点

における機能評価を実施し、集約。 

イ 障害福祉サービス事業所説明会

６月２９日（土）に就労支援部会と協力し、将来の進路や生活の参考となること

を目的に開催。 

ウ 地域生活支援拠点における専門的人材の確保・養成について

(ｱ) ６月１８日（火）に「「伝える」「伝わる」を体感しよう」と題して、コミュニ

ケーションスキルに関するセミナーを実施。

(ｲ) １０月２２日（火）に「自分たちは何のために働いているんだろう？」と題し

て、権利擁護・虐待防止セミナーを開催し、事業所における虐待防止研修として

活用できるよう実施。 

(ｳ) １２月１３日（金）に「ビジネスマナー研修」と題して、サービス従事者のマ

ナー向上を目的にセミナーを実施。

(4) 来年度の取り組み内容、目標

ア 地域生活支援拠点の機能評価を継続し、機能の充実のための検討を実施。

イ 事例を通した地域課題の確認と他機関連携の検討を実施。

ウ 人材育成のためのセミナーを実施。

エ 障害福祉サービス事業所説明会を開催し、保護者等に事業所情報の提供の機会を

確保。 

２ 就労支援部会 

(1) 構成メンバー

障害当事者団体代表、ハローワーク、地域活動支援センター、特別支援学校、保護

者、商工会議所、障害者就業・生活支援センター、障害福祉サービス事業所、相談支

援事業所及び市（商工課） 

(2) 令和６年度検討事項

ア 課題

(ｱ) 地元企業を中心に障害者雇用の理解促進が必要。

(ｲ) 就労系事業所の専門性の向上や工賃向上などが必要。

(ｳ) 学生から社会人になり、進路のミスマッチのような状態が生じることもある。
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(ｴ) 支援を必要とする就労希望者と支援者とのマッチングを図る機会が限定的。

イ 目標

(ｱ) 地元企業を中心に障害者雇用の理解促進。

(ｲ) 就労系事業所の専門性の向上や工賃向上などに活かせる取組の検討。

(ｳ) 進路選択の参考となる機会を設ける。

(ｴ) 支援を必要とする就労希望者へ情報を届ける。

(3) 今年度のこれまでの取組内容

ア 将来の進路や生活の参考となるよう、障害福祉サービス事業所説明会を６月２９

日（土）に開催。 

イ ８月２９日（木）に第１回の部会を開催。障害福祉サービス事業所説明会の振り

返りを実施。また、昨年度の就労支援部会の意見をもとに、今年度からの取組につ

いて、①利用者に関して、②企業に関して、③事業所に関して、とテーマを分けて

グループワークを実施。さらに、令和７年度から実施される就労選択支援について

情報共有。 

ウ １１月２６日（火）、１月１５日（水）にコアメンバー会議を開催。碧南青年会議

所と就労支援部会の連携について検討。 

(4) 来年度の取り組み内容、目標

ア 障害者雇用の理解促進を目的として、企業との連携や地元企業向けの企画開催に

ついて検討。 

イ 事業所間の連携を図りながら、工賃向上に向けて情報共有や検討。

エ 障害福祉サービス事業所説明会を開催。

３ こども部会 

(1) 構成メンバー

保護者、ほっとまんまピアサポーター、特別支援学校、児童通所サービス事業所、

子育て支援センター、訪問看護ステーション、保健所、相談支援事業所及び市（こど

も課、学校教育課及び健康課） 

(2) 令和６年度検討事項

ア 課題

(ｱ) 医療的ケア児者の他、課題別に継続した検討が必要
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(ｲ) 保護者や各支援機関との連携、情報共有の充実

(ｳ) サポートブック普及のため継続的な啓発活動が必要

イ 目標

(ｱ) ライフステージをつなぐ一貫した支援、連携の充実

(ｲ) 医療的ケア児者等課題別の検討会を実施

(ｳ) 保護者支援として、ほっとまんまによるピアサポートの実施や茶話会を開催

(ｴ) サポートブック普及啓発活動の継続

(3) 今年度のこれまでの取組内容

ア 医療的ケア児者検討会

６月２４日（月）に開催。昨年度に引き続き医療的ケア児の就学時の課題につい

て検討。就学時の支援体制について近隣市の情報を共有し、地域の小中学校への看

護師配置や連携の在り方について検討。 

看護師の雇用は、人材確保やケア以外の時間をどう対応するか等の課題があるが、

看護師の派遣であれば柔軟に対応できるため、看護師が学校で支援できる仕組みの

必要性を提議。 

イ 児童通所支援事業所検討会

１１月２７日(水)に第 1 回を開催。報酬改定に伴い個別支援計画作成のポイント

や作成時の課題等を共有。５領域のアセスメントや移行の視点を踏まえた計画作成

が必要であることを確認。 

１月２２日(水)に第２回を開催。事業所の卒業（移行）をテーマにグループワー

クを行い、本人の将来をイメージした支援をしていくこと、本人や保護者の安心の

ため、保護者へ将来のビジョンを伝える機会や放課後等デイサービス等の事業所の

情報を伝えていく機会が必要であることを確認。 

ウ 保護者支援

「ほっとまんま・カフェ」と「ほっとまんま相談コーナー（あおぞらひろば）」を

月 1 回開催（８月、１月を除く）。ほっとまんま・カフェは、昨年に引き続き６月と

１１月を土曜日開催とした。 

ピアサポーターによる出張相談を９月２４日（火）、２５日（水）ににじの学園で

実施。 

ピアサポーターのフォローアップ研修を２月１９日（水）に開催。 
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エ サポートブック・シートについて、４月の小中学校の特別支援教育コーディネー

ター担当者会、４月の公私立主任会で活用について周知した。

ぷちサポートブックの説明会を、１月２９日（水）、３０日（木）ににじの学園で

実施した。 

また、より使いやすいサポートブックにするため、関係機関での打ち合わせを行

い、意見を確認した。 

(4) 来年度の取り組み内容、目標

ア 引き続きライフステージをつなぐ一貫した支援、連携の確立のため、家庭、教育、

福祉等の関係機関の更なる連携を促進。 

イ 医療的ケア児者検討会等課題別、ステージ別の検討会を開催し、課題の確認と支

援について検討。 

ウ 保護者へ事業所の情報を伝える機会として、児童発達支援及び放課後等デイサー

ビスの事業所説明会の開催について検討。 

エ 保護者支援の更なる充実のため、ほっとまんまによるピアサポートの実施やサポ

ートブック等の普及啓発を実施。 

オ サポートブックについて、関係機関とさらに検討を行いながら、より使いやすい

様式に変更していく。就園・就学前児童の保護者にサポートブック説明会を開催。

また、小中学校の特別支援コーディネーター担当者会や園長会などでサポートシー

ト等を周知するとともに、さらにサポートブックの利用が広がるように周知先を拡

大したり、記載のサポートができる体制を整備。 

４ 障害者災害時支援部会 

(1) 構成メンバー

民生委員、障害当事者団体、特別支援学校、福祉避難所指定障害福祉サービス事業

所及び市（高齢介護課及び防災課） 

(2) 令和６年度検討事項

ア 課題

(ｱ) 当事者・家族自身が、発災時やその後の避難生活を自分事として考えることが

必要。 

(ｲ) 要配慮者について、地域住民への理解促進が必要。
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イ 目標

(ｱ) 防災に関して、当事者・家族が関われる機会が設けられるよう検討。

(ｲ) 要配慮者について、地域住民への理解促進等について検討。

(3) 今年度のこれまでの取組内容

ア ６月１０日（月）に部会を開催。福祉避難所および個別避難計画に関する現状を

共有。昨年度の部会で出た意見を基に、今後の取り組みについて意見交換を実施。

その結果、当事者・家族が発災時やその後の避難生活を自分事として考えられる機

会が必要であること、また、地域住民に要配慮者について伝えるために、障害当事

者の状況や被災時及び避難生活を送る上での課題を障害別に整理することが必要と

いう意見が出た。 

イ ８月６日（火）に第 1 回ワーキンググループを開催し、障害別のニーズを把握す

るため、親の会や当事者団体にアンケートを実施する方針とした。 

ウ ９月３０日（月）に第２回ワーキンググループでアンケートの集計結果を共有。

障害により、避難時や避難後の課題に特徴があるため、障害種別で話し合いをして

いく方針とした。また、日進地区と棚尾地区の自主防災訓練の会議に事務局が参加

し、障害当事者の訓練参加について確認。各地区の自主防災訓練の情報をワーキン

ググループで共有。 

エ 棚尾地区の自主防災訓練に障害当事者２名とその家族５名が参加。

オ １１月１０日（日）に開催された『へきなん防災フェスタ２０２４』に障害者災

害時支援部会として出展。来場者へ要配慮者への気づきにつながるＰＲ活動を実施。 

(4) 今後の予定

ア 防災に関して当事者・家族が関われる機会づくりについて検討。

イ 地域住民へ障害理解のための発信について取り組みを継続。

５ 地域生活支援部会 

(1) 構成メンバー

地域活動支援センター、精神科病院、保健センター、保健所、障害福祉サービス事

業所及び相談支援事業所 

(2) 令和６年度検討事項

ア 課題
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(ｱ) 地域移行支援、地域定着支援体制の充実が必要。

(ｲ) 親亡き後の生活や地域移行支援の受け皿となる社会資源が不足。

(ｳ) 個別ケースに応じた精神障害者の地域移行支援、地域定着支援の実施。

イ 目標

(ｱ) 障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築するため、地域生活

支援部会にて検討。 

(ｲ) 個別ケースに応じた精神障害者の地域移行支援、地域定着支援の実施。

(ｳ) あおみＪセンターと連携し、家族懇談会をへきなん福祉センターあいくるにて

開催。 

(ｴ) ころころの運営を継続

(3) 今年度のこれまでの取組内容

ア ９月２日（月）に第１回の部会を開催。半田市社会福祉協議会 徳山勝氏より「に

も包括について ～半田市の実践を交えて～」として講演を受け、グループに分か

れて意見交換。 

 ３月１０日（月）に第２回の部会を開催予定。衣浦東部保健所 岸 歩氏より「に

も包括について」講義をしていただき、グループに分かれて意見交換。また、近隣

市の取り組み状況について、情報共有を図る予定。 

イ 個別ケースを通じて、行政機関や医療機関との連携を図り、退院調整や退院後の

安定した生活に向けて支援の検討。 

ウ あおみＪセンターと連携し、家族懇談会を奇数月の第３木曜日にへきなん福祉セ

ンターあいくるにて開催。

エ ころころの運営を継続。

(4) 今後の予定

ア 障害のある人の暮らしを支える地域支援体制の構築に向けた検討。

イ 行政機関や医療機関と連携を図り、精神障害者の地域移行支援、地域定着支援を

推進。 

ウ あおみＪセンターと連携した家族懇談会の充実。

エ ころころの運営を継続。
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機能 番号 項目 理由 改善点、改善策など

1

障害のある方やその家
族等からの話を聞き、
その相談内容に対し助
言や訪問等の丁寧な対
応を行っている。

90

〇相談支援事業所が中心となり、必要
な部署に連携し解決につなげている。
〇事業所、相談、行政ともに連携が取
れており対応が取れている。
×相談員一人当たりの担当件数が多
い。

・相談員の増員
・関係機関との連携を意識した相談が
行われるといい。

2

潜んでいた問題が形と
して表れてしまう前に
対応できる取組を行っ
ている

62

〇支援が必要な方のリスト化がされて
いる。
〇部会や担当者会議で事例や新しい
サービスの把握、問題点の共有がで
き、各自の業務に生かしている。
×問題として現れる前に把握ができな
いケースもある。

・担当者会議などの情報共有の場を設
けていく。
・部会などを通じて横のつながりの強
化を図る。

1

緊急時において２４時
間３６５日相談が可能
であり、連絡先一覧を
見ることが出来る。

52

〇各事業所の連絡先名簿が年1回アッ
プデートされており、関係者は連絡先
を必要な時に確認できる。
×利用者及び家族に対しては、緊急時
の連絡先がどこまで周知されている
か。

・利用者、家族、地域の方にどこまで
周知が必要かを検討していく。
・普段利用しているところからつなが
る仕組みを作る。

2

緊急時に保護が必要な
場合、受け入れ可能な
施設や期間が確保され
ており、その後のフォ
ロー体制も十分に取れ
ている。

54

〇緊急時の受け入れ先が確保され、支
援者の配置もできる。
〇碧南市独自で関係機関との協力体制
が整っており、何かあればフォローで
きる体制はできている。
×支援者の配置調整が必要。
×関係者、当事者にどこまで周知され
ているか不明

・保護の流れのマニュアルを作成す
る。
・事例の共有。

1

将来の生活や、病院退
院後の生活を考えて、
自立生活に向けての宿
泊体験が利用できる。

54

〇体験実績ができた。
〇利用者に利用できる場所を紹介でき
た。
×ニーズがある人に対しての周知が不
十分。

・対象者への案内や各事業所への周知
をする。
・周知の方法を検討する。

2

宿泊体験利用時に、夜
間も含めトラブル等が
起きた場合、訪問や連
絡調整のできる体制が
あり、安心して利用で
きる。

46

〇トラブル等が発生した際の緊急連絡
等、連携できる体制が整備されてい
る。
×トラブル発生時の支援体制が不十
分。

・体験中のトラブル等にも対応できる
よう、実際の事例をもとに考えてい
く。

3

自立した生活に向け
て、買い物・調理・洗
濯などの体験を行うこ
とが出来る。

65

〇それぞれの事業所で多く生活訓練を
していて、体験の場でも行っている。
×体験を必要とする人に、情報が周知
されていない。

・周知の方法を検討していく。
・経験者の動画や経験談なども参考に
できるといい。

令和６年度　碧南市地域生活支援拠点　機能評価シートまとめ（令和６年１２月）

＊項目評価は「できている」と思われるものを４、「できていない」と思われるものを１として、４段階で評価。

１　相談

２　緊急時
の受け入
れ・対応

＊１　４段階評価の回答を１＝０、２＝３３、３＝６６、４＝１００と置き換えた数値の平均値。

＊２　機能別評価における数値は、＊１項目の平均値。

76.0

53.0

55.0
３　体験の
機会・場
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機能 番号 項目 理由 改善点、改善策など

＊１　４段階評価の回答を１＝０、２＝３３、３＝６６、４＝１００と置き換えた数値の平均値。

＊２　機能別評価における数値は、＊１項目の平均値。

1

本人の意思を尊重し、
意思決定支援のために
丁寧な説明と理解が得
られている。

71

〇利用者の選択に応じた対応がされて
いる。
〇意思決定支援に関する研修が充実
し、対応が少しずつできるようにな
り、理解が深まってきている。
×本人の意思より保護者の意向が優先
されているケースがまだまだ多い

・定期的な研修の実施と参加。
・本人が意思を表出しやすいよう、状
況に配慮した環境整備を行う。

2

障害者等の重度化・高
齢化に対応できる人材
を確保・養成するた
め、専門的な研修等の
機会を確保している。

56

〇研修は継続的、計画的に実施されて
いる。
×重度化・高齢化をテーマにした研修
はない。

・専門的な研修については、ニーズの
聞き取りやリサーチを行う。

1

地域自立支援協議会に
おいて、地域の課題確
認や社会資源の検討な
どが行われている。

69

〇協議会の内容は地域の課題を意識し
た内容になっている。
〇他機関から参加しており、課題確
認・検討も様々な視点から行うことが
できている。
×参加者が限られている。
×社会資源の検討までは取り組めてい
ない。

・年度ごとにテーマを決めて課題を検
討していく。
・参加率を上げる方法を検討する。

2

障害者の差別解消、虐
待防止、成年後見制度
等の権利擁護の視点を
大切にしながら、支援
できる体制が取れてい
る。

71

〇権利擁護、虐待防止等研修が増え支
援者が学ぶ機会が増えた。
〇各事業所で虐待防止委員会が設置さ
れている。
〇虐待防止チェックリストが継続的に
実施されている。

・権利擁護の意識が常に持てるよう
に、継続的な意識づけや学びの機会を
作っていく。
・権利擁護、虐待防止研修を他事業所
がどのように行っているのか、参加で
きる機会があるといい。

3

教育・医療・高齢・就
労支援機関等の関係機
関との支援関係が出来
ている。

57

〇必要に応じて連携ができている。
×医療との連携は不十分で、高齢分野
との連携も今以上に必要になってくる
と思う。

・医療機関の支援と家族、支援者側の
視点との違いの確認とすりあわせが必
要。

４　専門的
人材の確
保・養成

５　地域の
体制づくり

63.5

65.7
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